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サマリー 

⚫ TOPIX100 の構成企業のうち、2023 年 1 月の企業内容等の開示に関する内閣府令の改正が適

用された 2023 年３月 31 日以降に終了する事業年度の有価証券報告書を調査時点で発行する

81 社を対象に、人的資本と多様性の開示状況を調査した 

⚫ 女性管理職比率などの開示義務 3 指標の連結ベースの開示は一部企業にとどまる。連結ベース

での開示については、投資者に対する有用な情報提供の観点から必要であり、今後、開示に向

けて課題を解決していく必要があると考える 

⚫ 人的資本全般の議論に特化した会議体を設置している企業は 16.0%。人材版伊藤レポート 2.0 

では、CHRO の設置とともに全社的経営課題の抽出を最も重要なステップと位置付け、経営ト

ップと人財戦略の責任者を中心に議論を行うことが求められている。この議論を定期的に創出

する仕組みの一つとして、人的資本全般の議論に特化した会議体の設置を推奨する 

⚫ 経営戦略と人財戦略の連動に向けた具体的施策の推進は道半ば。2020 年に初めて人材版伊藤

レポートが公表されて３年が経ち、人的資本経営の重要性・必要性については理解している企

業は増えてきているものの、その具体的な施策、特に「As is -to be ギャップ」の定量把握に

ついては、取組み・開示に至っている企業はごく一部の企業であった。今後、経営戦略に連動

する人財戦略について、ギャップを埋めるための施策の立案、実施、モニタリングを行うこと

で、人的資本経営の実効性が高められると考える 

⚫ 人的資本等に関する指標の開示については、価値向上に寄与する開示項目の開示は限定的であ

り、また、目標値と実績値を合わせた開示はまだ少数。比較的開示しやすい指標に開示が偏っ

ているように見受けられるが、本来は各企業にとって重要な指標を理由とともに説明し、目標

値と実績値を合わせて開示する事が重要である 

※本メールマガジンの内容は、2023 年 9 月 19 日に当社のニュースリリース「取締役会でサステナビリティを議論する企業は

45%、約半数が Scope3 を開示～TOPIX100 構成企業を対象とした有報記載事項の調査結果公表～」の人的資本パートについ

て、一部分析内容を加え、執筆したものです 

有価証券報告書による人的資本開示の現況 
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TOPIX100社の調査から、日本企業の人的資本開示の現況を分析する 
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